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【掲載様式一覧】 

認可申請 

様式 
様式１ 認可申請書 

様式２ 代表者就任承諾証明書 

様式３ 告示事項変更届出書 

様式４ 規約変更認可申請書 

様式５ 解散届出書 

様式６ 清算結了届出書 

様式７ 認可地縁団体の告示事項に係る証明書交付請求書 

様式８ 合併認可申請書 

様式９ 合併に係る債権者保護手続終了届出書 

印鑑登録 

様式 
印鑑様式１ 認可地縁団体印鑑登録申請書 

印鑑様式２ 認可地縁団体印鑑登録原票＜記載例＞ 

印鑑様式３ 認可地縁団体印鑑登録廃止申請書 

印鑑様式４ 認可地縁団体印鑑登録証明書交付申請書 

不動産登記

特例 

様式 

特例様式１ 所有不動産の登記移転等に係る公告申請書 

 
所有不動産の登記移転等に係る公告申請書＜「申請

不動産に関する事項」の記載要領＞ 

特例様式２ 申請不動産の登記移転等に係る異議申出書 

特例様式３ 公告結果(承諾)の情報提供について 

特例様式４ 公告結果(異議申出あり)通知書 

その他 参考様式１ 総会議案書 

参考様式２ 総会議事録 

参考様式３ 構成員名簿 

参考様式４ 
代表者の職務執行停止の有無並びに職務代行者選

任の有無に係る申立書 

参考様式５ 代理人の有無に係る申立書 

参考様式６ 財産目録 

参考様式７ 委任状 

参考様式８ 
書面・電磁的方法による決議議事録 
＜※地方自治法第260条の19の２第１項の規定に基づく決議の場合＞ 



 

 

参考様式９ 
書面・電磁的方法による決議議事録 
＜※地方自治法第260条の19の２第２項の規定に基づく決議の場合＞  



 

 

様式１ 認可申請書 

 

  年  月  日 

 

（あて先）札幌市長 

認可を受けようとする地縁による 

団体の名称及び主たる事務所の所在地 

名 称 

所在地 

代表者の氏名及び住所 

氏 名 

住 所 

 

 

認 可 申 請 書 

 

 

地方自治法第260条の２第１項の規定により、地域的な共同活動を円滑に行うた

め認可を受けたいので、別添書類を添えて申請します。 

 

 

（別添書類） 

１ 規約 

２ 認可を申請することについて総会で議決したことを証する書類 

３ 構成員の名簿 

４ 良好な地域社会の維持及び形成に資する地域的な共同活動を現に行ってい

ることを記載した書類 

５ 申請者が代表者であることを証する書類 



 

 

様式１ 認可申請書＜記載例＞ 

 

○○年 ５月 １日 

 

（あて先）札幌市長 

認可を受けようとする地縁による 

団体の名称及び主たる事務所の所在地 

名 称 札幌町内会 

所在地 札幌市中央区北１条西２丁目１番地 

代表者の氏名及び住所 

氏 名 【代表者の氏名】 

住 所 【代表者の住所】 

 

 

認 可 申 請 書 

 

 

地方自治法第260条の２第１項の規定により、地域的な共同活動を円滑に行うた

め認可を受けたいので、別添書類を添えて申請します。 

 

 

（別添書類） 

１ 規約 

２ 認可を申請することについて総会で議決したことを証する書類 

３ 構成員の名簿 

４ 良好な地域社会の維持及び形成に資する地域的な共同活動を現に行ってい

ることを記載した書類 

５ 申請者が代表者であることを証する書類 

押印不要 



 

 

様式２ 代表者就任承諾証明書 

 

  年  月  日 

 

（あて先）札幌市長 

 

氏 名 印 

住 所 

 

 

代 表 者 就 任 承 諾 証 明 書 

 

 

私は、下記団体の代表者として就任する承諾をしていることを証明いたします。 

 

記 

 

１ 団体名 

 

 

２ 主たる事務所の所在地 

 

 

３ 就任（総会）年月日 

  年  月  日 



 

 

様式２ 代表者就任承諾証明書＜記載例＞ 

 

○○年 ４月２５日 

 

（あて先）札幌市長 

 

氏 名 【新・代表者の氏名】 印 

住 所 【新・代表者の住所】 

 

 

代 表 者 就 任 承 諾 証 明 書 

 

 

私は、下記団体の代表者として就任する承諾をしていることを証明いたします。 

 

記 

 

１ 団体名 

札幌町内会 

 

２ 主たる事務所の所在地 

札幌市中央区北１条西２丁目１番地 

（変更がある場合は、新たな『主たる事務所の所在地』を記載する。） 

３ 就任（総会）年月日 

○○年 ４月２０日 

署名又は記名押印 

記名押印時の印は代表

者の私印（団体印不可） 

原則総会の開催日となる。 

（届出日を記載しないよう、ご注意ください） 



 

 

様式３ 告示事項変更届出書 

 

  年  月  日 

 

（あて先）札幌市長 

地縁による団体の名称及び主たる事務所の所在地 

名 称 

所在地 

代表者の氏名及び住所 

氏 名 

住 所 

 

 

告 示 事 項 変 更 届 出 書 

 

 

下記事項について変更があったので、地方自治法第260条の２第11項の規定によ

り、告示された事項に変更があった旨を証する書類を添えて届け出ます。 

 

記 

１ 変更があった事項及びその内容 

 

 

 

２ 変更の年月日 

 

 

３ 変更の理由 

 

 



 

 

様式３ 告示事項変更届出書＜記載例＞ 

 

○○年 ４月２５日 

 

（あて先）札幌市長 

地縁による団体の名称及び主たる事務所の所在地 

名 称 札幌町内会 

所在地 【新・主たる事務所の所在地】 

代表者の氏名及び住所 

氏 名 【新・代表者の氏名】  

住 所 【新・代表者の住所】 

 

 

告 示 事 項 変 更 届 出 書 

 

 

下記事項について変更があったので、地方自治法第260条の２第11項の規定によ

り、告示された事項に変更があった旨を証する書類を添えて届け出ます。 

 

記 

１ 変更があった事項及びその内容 

代表者の氏名、住所、及び事務所の所在地 
（新）代表者の氏名     【新・代表者の氏名】 

代表者の住所     【新・代表者の住所】 
主たる事務所の所在地 【新・主たる事務所の所在地】 

（旧）代表者の氏名     【旧・代表者の氏名】 
代表者の住所     【旧・代表者の住所】 
主たる事務所の所在地 【旧・主たる事務所の所在地】 

２ 変更の年月日 

○○年 ４月２０日 

３ 変更の理由 

規約で定める任期満了に伴い、改選を行い、代表者が交代したため。 

押印不要 

原則総会の開催日となる。 

（届出日を記載しないよう、ご注意ください） 



 

 

様式４ 規約変更認可申請書 

 

  年  月  日 

 

（あて先）札幌市長 

地縁による団体の名称及び主たる事務所の所在地 

名 称 

所在地 

代表者の氏名及び住所 

氏 名 

住 所 

 

 

規 約 変 更 認 可 申 請 書 

 

 

地方自治法第260条の３第２項の規約の変更の認可を受けたいので、別添書類を

添えて申請します。 

 

 

（別添書類） 

１ 規約変更の内容及び理由を記載した書類 

２ 規約変更を総会で議決したことを証する書類 

 



 

 

様式４ 規約変更認可申請書＜記載例＞ 

 

○○年 ４月２５日 

 

（あて先）札幌市長 

地縁による団体の名称及び主たる事務所の所在地 

名 称 札幌町内会 

所在地 札幌市中央区北１条西２丁目１番地 

代表者の氏名及び住所 

氏 名 【代表者の氏名】 

住 所 【代表者の住所】 

 

 

規 約 変 更 認 可 申 請 書 

 

 

地方自治法第260条の３第２項の規約の変更の認可を受けたいので、別添書類を

添えて申請します。 

 

 

（別添書類） 

１ 規約変更の内容及び理由を記載した書類 

２ 規約変更を総会で議決したことを証する書類 

 

押印不要 



 

 

様式５ 解散届出書 

 

  年  月  日 

 

（あて先）札幌市長 

地縁による団体の名称及び主たる事務所の所在地 

名 称  

所在地  

代表者の氏名及び住所 

氏 名  

住 所  

 

 

解 散 届 出 書 

 

 

地方自治法第260条の20の規定により解散することとなりましたので、解散の事

由を証する書類を添えて届け出ます。 

 

記 

１ 解散の事由 

 

 

 

２ 解散年月日 

  年  月  日 

 

３ 清算人の住所及び氏名 

氏 名 

住 所 

 

４ 財産の帰属（地方自治法第260条の31第２項による市長の認可の要否） 

 

 



 

 

様式５ 解散届出書＜記載例＞ 

 

○○年 ５月 １日 

 

（あて先）札幌市長 

地縁による団体の名称及び主たる事務所の所在地 

名 称 札幌町内会 

所在地 札幌市中央区北１条西２丁目１番地 

代表者の氏名及び住所 

氏 名 【代表者の氏名】 

住 所 【代表者の住所】 

 

 

解 散 届 出 書 

 

 

地方自治法第260条の20の規定により解散することとなりましたので、解散の事

由を証する書類を添えて届け出ます。 

 

記 

１ 解散の事由 

当会区域からの会員の転居等により、会員数が減少し、認可地縁団体としての

活動が維持できなくなったため、総会において解散の決議がなされた。 

 

２ 解散年月日 

○○年 ４月２０日 

 

３ 清算人の住所及び氏名 

氏 名 【清算人の氏名】 

住 所 【清算人の住所】 

 

４ 財産の帰属（地方自治法第260条の31第２項の規定による市長の認可の要否） 

残余財産は、○○町内会に寄附する。 

地方自治法第260条の31第２項の規定による認可申請は、別途提出する。※  

押印不要 

※下線部は地方自治法第260条の31第2項の規定により残余財産

の帰属先を決定した場合のみ記載。 



 

 

様式６ 清算結了届出書 

 

  年  月  日 

 

（あて先）札幌市長 

地縁による団体の名称及び主たる事務所の所在地 

名 称  

所在地  

清算人の氏名及び住所 

氏 名  

住 所  

 

 

清 算 結 了 届 出 書 

 

 

  年  月  日付けで解散の届出をした当団体は、  年  月  日を

もって清算が結了しましたので、地方自治法第260条の33の規定により届け出ます。 



 

 

様式６ 清算結了届出書＜記載例＞ 

 

○○年１０月 １日 

 

（あて先）札幌市長 

地縁による団体の名称及び主たる事務所の所在地 

名 称 札幌町内会 

所在地 札幌市中央区北１条西２丁目１番地 

清算人の氏名及び住所 

氏 名 【清算人の氏名】 

住 所 【清算人の住所】 

 

 

清 算 結 了 届 出 書 

 

 

○○年５月１日付けで解散の届出をした当団体は、○○年９月３０日をもって

清算が結了しましたので、地方自治法第260条の33の規定により届け出ます。 

押印不要 



 

 

様式７ 認可地縁団体の告示事項に係る証明書交付請求書 

 

  年  月  日 

 

（あて先）札幌市長 

請求人の氏名及び住所 

氏  名 

住  所 

電話番号 

 

 

認可地縁団体の告示事項に係る証明書交付請求書 

 

 

地方自治法第260条の２第12項及び同法施行規則第21条第１項の規定により、下

記団体の証明書の交付を請求します。 

 

記 

 

１ 認可地縁団体の名称 

 

 

２ 事務所の所在地 

札幌市   区 

 

３ 請求する部数 

  部 



 

 

様式７ 認可地縁団体の告示事項に係る証明書交付請求書＜記載例＞ 

 

○○年 ６月 １日 

 

（あて先）札幌市長 

請求人の氏名及び住所 

氏  名 【請求人の氏名】 

住  所 【請求人の住所】 

電話番号 【請求人の電話番号】 

 

 

認可地縁団体の告示事項に係る証明書交付請求書 

 

 

地方自治法第260条の２第12項及び同法施行規則第21条第１項の規定により、下

記団体の証明書の交付を請求します。 

 

記 

 

１ 認可地縁団体の名称 

札幌町内会 

 

２ 事務所の所在地 

札幌市 中央区北１条西２丁目１番地 

 

３ 請求する部数 

３ 部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

押印不要 



 

 

様式８ 合併認可申請書  

  年  月  日 

 

（あて先）札幌市長 

認可地縁団体甲 

合併しようとする認可地縁団体の 

名称及び主たる事務所の所在地 

名 称 

所在地 

代表者の氏名及び住所 

氏 名 

住 所 

認可地縁団体乙 

合併しようとする認可地縁団体の 

名称及び主たる事務所の所在地 

名 称 

所在地 

代表者の氏名及び住所 

氏 名 

住 所 

 

 

認 可 申 請 書 

 

 

地方自治法第260条の39第３項の規定により、合併の認可を受けたいので、別添下記の

とおり申請します。 

記 

 

○ 合併後存続する認可地縁団体又は合併により設立する認可地縁団体 

（以下「合併後の認可地縁団体」という。）に関する事項 

・合併後の認可地縁団体の名称及び主たる事務所の所在地 

   名 称 

   所在地 

・合併後の認可地縁団体の代表者の氏名及び住所 

   氏 名 

   住 所 

・合併により消滅する認可地縁団体の名称 

名 称 

 

（別添書類） 

１ 合併後の認可地縁団体の規約 

  ２ 地方自治法第260条の39第３項の認可を申請することについて合併しよ 

うとする各認可地縁団体の総会で議決したことを証する書類 

  ３ 合併後の認可地縁団体の構成員の名簿 

  ４ 良好な地域社会の維持及び形成に資する地域的な共同活動を行うこと 

を目的とし、合併しようとする各認可地縁団体が連携して当該目的に資 

する活動を現に行っていることを記載した書類 

５ 合併しようとする各認可地縁団体の規約 

  ６ 申請者が合併しようとする各認可地縁団体の代表者であることを証する書類 



 

 

様式８ 合併認可申請書＜記載例＞ 

  〇〇年  〇月  〇日 

 

（あて先）札幌市長 

認可地縁団体甲 

合併しようとする認可地縁団体の 

名称及び主たる事務所の所在地 

名 称 札幌Ａ町内会 

所在地 札幌市中央区北１条西２丁目１番地 

代表者の氏名及び住所 

氏 名 【代表者の氏名】 

住 所 【代表者の住所】 

認可地縁団体乙 

合併しようとする認可地縁団体の 

名称及び主たる事務所の所在地 

名 称 札幌Ｂ町内会 

所在地 札幌市北〇条西〇丁目〇番地 

代表者の氏名及び住所 

氏 名 【代表者の氏名】 

住 所 【代表者の住所】 

 

 

認 可 申 請 書 

 

 

地方自治法第260条の39第３項の規定により、合併の認可を受けたいので、別添下記の

とおり申請します。 

記 

 

○ 合併後存続する認可地縁団体又は合併により設立する認可地縁団体 

（以下「合併後の認可地縁団体」という。）に関する事項 

・合併後の認可地縁団体の名称及び主たる事務所の所在地 

   名 称 札幌Ｃ町内会 

   所在地 札幌市中央区北〇条西〇丁目〇番地 

・合併後の認可地縁団体の代表者の氏名及び住所 

   氏 名 【代表者の氏名】 

   住 所 【代表者の住所】 

・合併により消滅する認可地縁団体の名称 

名 称 札幌Ａ町内会、札幌Ｂ町内会 

 

（別添書類） 

１ 合併後の認可地縁団体の規約 

  ２ 地方自治法第260条の39第３項の認可を申請することについて合併しよ 

うとする各認可地縁団体の総会で議決したことを証する書類 

  ３ 合併後の認可地縁団体の構成員の名簿 

  ４ 良好な地域社会の維持及び形成に資する地域的な共同活動を行うこと 

を目的とし、合併しようとする各認可地縁団体が連携して当該目的に資 

する活動を現に行っていることを記載した書類 

  ５ 合併しようとする各認可地縁団体の規約 

  ６ 申請者が合併しようとする各認可地縁団体の代表者であることを証する書類 



 

 

様式９ 合併に係る債権者保護手続終了届出書 

 

 年  月  日 

 

（あて先）札幌市長 

認可地縁団体甲 

合併しようとする認可地縁団体の 

名称及び主たる事務所の所在地 

名 称 

所在地 

代表者の氏名及び住所 

氏 名 

住 所 

認可地縁団体乙 

合併しようとする認可地縁団体の 

名称及び主たる事務所の所在地 

名 称 

所在地 

代表者の氏名及び住所 

氏 名 

住 所 

 

 

 

合併に係る債権者保護手続終了届出書 

 

地方自治法第260条の40並びに第260条の41第１項及び第２項の規定による手続

が終了したので、同条第３項の規定により、別添書類を添えて届け出ます。 

 

 

 （別添書類） 

  ・ 地方自治法第260条の40第２項の規定による公告及び催告をしたこと 

並びに異議を述べた債権者があるときは、同法第260条の41第２項の規定 

によりその債権者に対し弁済し、若しくは相当の担保を供し、又はその 

債権者に弁済を受けさせることを目的として相当の財産を信託したこと 

又は合併をしてもその債権者を害するおそれがないことを証する書類 

 

 

 

 



 

 

 

様式９ 合併に係る債権者保護手続終了届出書＜記載例＞ 

 

 〇〇年  〇月  〇日 

 

（あて先）札幌市長 

認可地縁団体甲 

合併しようとする認可地縁団体の 

名称及び主たる事務所の所在地 

名 称 札幌Ａ町内会 

所在地 札幌市中央区北１条西２丁目１番地 

代表者の氏名及び住所 

氏 名 【代表者の氏名】 

住 所 【代表者の住所】 

認可地縁団体乙 

合併しようとする認可地縁団体の 

名称及び主たる事務所の所在地 

名 称 札幌Ｂ町内会 

所在地 札幌市中央区北〇条西〇丁目〇番地 

代表者の氏名及び住所 

氏 名 【代表者の氏名】 

住 所 【代表者の住所】 

 

 

 

合併に係る債権者保護手続終了届出書 

 

地方自治法第260条の40並びに第260条の41第１項及び第２項の規定による手続

が終了したので、同条第３項の規定により、別添書類を添えて届け出ます。 

 

 

 （別添書類） 

  ・ 地方自治法第260条の40第２項の規定による公告及び催告をしたこと 

並びに異議を述べた債権者があるときは、同法第260条の41第２項の規定 

によりその債権者に対し弁済し、若しくは相当の担保を供し、又はその 

債権者に弁済を受けさせることを目的として相当の財産を信託したこと 

又は合併をしてもその債権者を害するおそれがないことを証する書類 

 

 

 

 



 

 

印鑑様式１ 

認可地縁団体印鑑登録申請書 

（あて先）札幌市長 

〔注意事項〕 

１ 該当する□にレを付けてください。 

２ 登録を受けようとする認可地縁団体印鑑を添えてください。 

３ この申請は、登録を受けようとする者が自ら手続をしてください。代理人が申請するときは、登録を

受けようとする者の個人の印鑑を押印した委任の旨を証する書面に、その印鑑の発行後３か月以内の

印鑑登録証明書を添えてください。 

４ 登録資格の欄には、代表者、職務代行者、仮代表者、特別代理人又は清算人のいずれかを記載してく

ださい。 

５ 登録を受けようとする者又は代理人の氏名の欄には、登録されている個人の印鑑を押印するととも

に、その個人の印鑑の発行後３か月以内の印鑑登録証明書を添えてください。 

《以下の欄は記入しないでください。》 

書類確認   

備 
 
 
 

考 

 

受 
 
 
 

付 

 

本人確認  

審 査   

原票記載   

登 録   

札幌市認可地縁団体印鑑条例第３条の規定により、次のとおり認可地縁

団体印鑑の登録を申請します。 
  年  月  日 

登 録 し よ う と す る 

認 可 地 縁 団 体 印 鑑 

認可地縁団体の 

名 称 
 

 

 
認可地縁団体の 

事 務 所 の 

所 在 地 

札幌市  区 

 

登
録
を
受
け
よ
う
と
す
る
者 

住 所 
札幌市  区 

 

フ リ ガ ナ  登 

録 

資 

格 

 氏 名 

 

印 

 

生 年 月 日 年   月   日 

申 請 人 

（ 窓 口 に 来 た 方 ） 

□  本 人  

□  代理人 
住 所  

氏 名 印 



 

 

印鑑様式１ 

認可地縁団体印鑑登録申請書＜記載例（申請者）＞ 

（あて先）札幌市長 

〔注意事項〕 

１ 該当する□にレを付けてください。 

２ 登録を受けようとする認可地縁団体印鑑を添えてください。 

３ この申請は、登録を受けようとする者が自ら手続をしてください。代理人が申請するときは、登録を

受けようとする者の個人の印鑑を押印した委任の旨を証する書面に、その印鑑の発行後３か月以内の

印鑑登録証明書を添えてください。 

４ 登録資格の欄には、代表者、職務代行者、仮代表者、特別代理人又は清算人のいずれかを記載してく

ださい。 

５ 登録を受けようとする者又は代理人の氏名の欄には、登録されている個人の印鑑を押印するととも

に、その個人の印鑑の発行後３か月以内の印鑑登録証明書を添えてください。 

《以下の欄は記入しないでください。》 

書類確認   

備 
 
 
 

考 

 

受 
 
 
 

付 

 

本人確認  

審 査   

原票記載   

登 録   

札幌市認可地縁団体印鑑条例第３条の規定により、次のとおり認可地縁

団体印鑑の登録を申請します。 
○○年 ○月 ○日 

登 録 し よ う と す る 

認 可 地 縁 団 体 印 鑑 

認可地縁団体の 

名 称 
札幌町内会 

 認可地縁団体の 

事 務 所 の 

所 在 地 

札幌市 中央 区 

北１条西２丁目１番地 

登
録
を
受
け
よ
う
と
す
る
者 

住 所 
札幌市 中央 区 

北１条西２丁目３番地 

フ リ ガ ナ ｻｯﾎﾟﾛ ﾀﾛｳ 登 

録 

資 

格 

代表者 氏 名 

 

札幌 太郎   印 

 

生 年 月 日 昭和１１年  １月  １日 

申 請 人 

（ 窓 口 に 来 た 方 ） 

☑  本 人  

□  代理人 
住 所  

氏 名 印 

印鑑登録済の

個人印 



 

 

印鑑様式１ 

認可地縁団体印鑑登録申請書＜記載例（区）＞ 

（あて先）札幌市長 

〔注意事項〕 

１ 該当する□にレを付けてください。 

２ 登録を受けようとする認可地縁団体印鑑を添えてください。 

３ この申請は、登録を受けようとする者が自ら手続をしてください。代理人が申請するときは、登録を

受けようとする者の個人の印鑑を押印した委任の旨を証する書面に、その印鑑の発行後３か月以内の

印鑑登録証明書を添えてください。 

４ 登録資格の欄には、代表者、職務代行者、仮代表者、特別代理人又は清算人のいずれかを記載してく

ださい。 

５ 登録を受けようとする者又は代理人の氏名の欄には、登録されている個人の印鑑を押印するととも

に、その個人の印鑑の発行後３か月以内の印鑑登録証明書を添えてください。 

《以下の欄は記入しないでください。》 

書類確認 ○○年 ○月 ○日  

備 
 
 
 

考 

 

受 
 
 
 

付 

 

本人確認 運転免許証 

審 査   

原票記載   

登 録   

札幌市認可地縁団体印鑑条例第３条の規定により、次のとおり認可地縁

団体印鑑の登録を申請します。 
○○年 ○月 ○日 

登録しようとする 

認可地縁団体印鑑 

認可地縁団体の 

名   称 
札幌町内会 

 認可地縁団体の 

事 務 所 の 

所  在  地 

札幌市 中央 区 

北１条西２丁目１番地 

登
録
を
受
け
よ
う
と
す
る
者 

住  所 
札幌市 中央 区 

北１条西２丁目３番地 

フリガナ ｻｯﾎﾟﾛ ﾀﾛｳ 登 

録 

資 

格 

代表者 氏  名 

 

札幌 太郎   印 

 

生年月日 昭和１１年  １月  １日 

申   請   人 

（窓口に来た方） 

☑  本 人  

□  代理人 
住 所  

氏 名 印 

印 

受付印 

担当者印 



 

 

印鑑様式２ 

認可地縁団体印鑑登録原票＜記載例＞ 

 

 
 

登録年月日 

 

年  月  日 

 

 登録番号 

 

 

 

 

印   影 認 可 地 縁 

団体の名称 

札幌町内会 ・ ・ 

 ・ ・ 

 

 ・ ・ 

認 可 地 縁 

団 体 の 

事 務 所 の 

所 在 地 

北海道札幌市中央区北１条西２丁目１番地 ・ ・ 

 ・ ・ 

 ・ ・ 

登
録
を
受
け
て
い
る
者 

登 録 資 格 代表者 

フ リ ガ ナ サッポロ タロウ 

氏   名 札幌 太郎 

生 年 月 日 昭和１１ 年  １ 月  １ 日 

 

 

登録を受けてい 

る 者 の 住 所 
 

認可地縁団体の

認 可 年 月 日 

 

○○ 年  ○ 月  ○ 日 

 

 
 

代 理 人 の 

氏 名 
 

 

 

代 理 人 の 

住 所 
 

 

 

  



 

 

印鑑様式３ 

認可地縁団体印鑑登録廃止申請書 

（宛先）札幌市長 

〔注意事項〕 

１ 該当する□にレを付けてください。 

２ この申請は、登録を受けている者が自ら手続をしてください。代理人が申請するときは、登録を受け

ている者の個人の印鑑を押印した委任の旨を証する書面に、その印鑑の発行後３か月以内の印鑑登録

証明書を添えてください。 

３ 登録資格の欄には、代表者、職務代行者、仮代表者、特別代理人又は清算人のいずれかを記載してく

ださい。 

４ 廃止の理由が亡失である場合は、登録を受けている者又は代理人の個人の印鑑を押印するとともに、

その印鑑の発行後３か月以内の印鑑登録証明書を添えてください。 

５ 廃止の理由が亡失以外である場合は、廃止しようとする認可地縁団体印鑑を添えて申請してくださ

い。なお、その場合、登録を受けている者又は代理人の個人の印鑑を押印する必要はありません。 

《以下の欄は記入しないでください。》 

書類確認   

備 
 
 
 

考 

 

受 
 
 
 

付 

 
本人確認  

審 査   

原票削除   

 

札幌市認可地縁団体印鑑条例第６条の規定により、次のとおり認可地縁

団体印鑑の登録の廃止を申請します。 
  年  月  日 

廃 止 し よ う と す る 

認 可 地 縁 団 体 印 鑑 

認可地縁団体の 

名 称 
 

 認可地縁団体の 

事 務 所 の 

所 在 地 

札幌市  区 

 

登
録
を
受
け
て
い
る
者 

住 所 
札幌市  区 

 

フ リ ガ ナ  登 

録 

資 

格 

 氏 名 

 

印 

 

生 年 月 日 年   月   日 

廃 止 の 理 由 □ 亡失   □ その他（                   ） 

申 請 人 

（ 窓 口 に 来 た 方 ） 

□  本 人  

□  代理人 
住 所  

氏 名 印 



 

 

印鑑様式３ 

認可地縁団体印鑑登録廃止申請書＜記載例＞ 

（宛先）札幌市長 

〔注意事項〕 

１ 該当する□にレを付けてください。 

２ この申請は、登録を受けている者が自ら手続をしてください。代理人が申請するときは、登録を受け

ている者の個人の印鑑を押印した委任の旨を証する書面に、その印鑑の発行後３か月以内の印鑑登録

証明書を添えてください。 

３ 登録資格の欄には、代表者、職務代行者、仮代表者、特別代理人又は清算人のいずれかを記載してく

ださい。 

４ 廃止の理由が亡失である場合は、登録を受けている者又は代理人の個人の印鑑を押印するとともに、

その印鑑の発行後３か月以内の印鑑登録証明書を添えてください。 

５ 廃止の理由が亡失以外である場合は、廃止しようとする認可地縁団体印鑑を添えて申請してくださ

い。なお、その場合、登録を受けている者又は代理人の個人の印鑑を押印する必要はありません。 

《以下の欄は記入しないでください。》 

書類確認   

備 
 
 
 

考 

 

受 
 
 
 

付 

 
本人確認  

審 査   

原票削除   

  

札幌市認可地縁団体印鑑条例第６条の規定により、次のとおり認可地縁

団体印鑑の登録の廃止を申請します。 
○○年 ○月 ○日 

廃 止 し よ う と す る 

認 可 地 縁 団 体 印 鑑 

認可地縁団体の 

名 称 
札幌町内会 

 認可地縁団体の 

事 務 所 の 

所 在 地 

札幌市 中央 区 

北１条西２丁目１番地 

登
録
を
受
け
て
い
る
者 

住 所 
札幌市 中央 区 

北１条西２丁目３番地 

フ リ ガ ナ ｻｯﾎﾟﾛ ﾀﾛｳ 登 

録 

資 

格 

代表者 氏 名 

 

札幌 太郎   印 

 

生 年 月 日 昭和１１年  １月  １日 

廃 止 の 理 由 □ 亡失   ☑ その他（ 印面の劣化による交換のため。    ） 

申 請 人 

（ 窓 口 に 来 た 方 ） 

☑  本 人  

□  代理人 
住 所  

氏 名 印 

【亡失による廃止】 

印鑑登録済の個人印を

押印 

【亡失以外による廃止】 

押印不要 



 

 

印鑑様式４ 

認可地縁団体印鑑登録証明書交付申請書 

（宛先）札幌市長 

〔注意事項〕 

１ 該当する□にレを付けてください。 

２ 登録されている認可地縁団体印鑑を添えてください。 

３ この申請は、登録を受けている者が自ら手続きをしてください。代理人が申請するときは、登録を受

けている者の個人の印鑑を押印した委任の旨を証する書面に、その印鑑の発行後３か月以内の印鑑登

録証明書を添えてください。 

４ 登録資格の欄には、代表者、職務代行者、仮代表者、特別代理人又は清算人のいずれかを記載してく

ださい。 

《以下の欄は記入しないでください。》 

書類確認   

備 
 
 
 

考 

 

受 
 
 
 

付 

 

本人確認  

手 数 料 

円×  枚＝    円 

  

発 行   

 

札幌市認可地縁団体印鑑条例第10条の規定により、次のとおり認可地縁

団体印鑑登録証明書の交付を申請します。 
  年  月  日 

登 録 さ れ て い る 

認 可 地 縁 団 体 印 鑑 

認可地縁団体の 

名 称 
 

 認可地縁団体の 

事 務 所 の 

所 在 地 

札幌市  区 

 

登
録
を
受
け
て
い
る
者 

住 所 
札幌市  区 

 

フ リ ガ ナ  登 

録 

資 

格 

 氏 名 

 

 

 

生 年 月 日 年   月   日 

必 要 枚 数 枚 

申 請 人 

（ 窓 口 に 来 た 方 ） 

□  本 人  

□  代理人 
住 所  

氏 名  



 

 

印鑑様式４ 

認可地縁団体印鑑登録証明書交付申請書＜記載例＞ 

（あて先）札幌市長 

〔注意事項〕 

１ 該当する□にレを付けてください。 

２ 登録されている認可地縁団体印鑑を添えてください。 

３ この申請は、登録を受けている者が自ら手続きをしてください。代理人が申請するときは、登録を受

けている者の個人の印鑑を押印した委任の旨を証する書面に、その印鑑の発行後３か月以内の印鑑登

録証明書を添えてください。 

４ 登録資格の欄には、代表者、職務代行者、仮代表者、特別代理人又は清算人のいずれかを記載してく

ださい。 

《以下の欄は記入しないでください。》 

書類確認   

備 
 
 
 

考 

 

受 
 
 
 

付 

 

本人確認  

手 数 料 

円×  枚＝    円 

  

発 行   

札幌市認可地縁団体印鑑条例第10条の規定により、次のとおり認可地縁

団体印鑑登録証明書の交付を申請します。 
○○年 ○月 ○日 

登 録 さ れ て い る 

認 可 地 縁 団 体 印 鑑 

認可地縁団体の 

名 称 
札幌町内会 

 

認可地縁団体の 

事 務 所 の 

所 在 地 

札幌市 中央 区 

北１条西２丁目１番地 

登
録
を
受
け
て
い
る
者 

住 所 
札幌市 中央 区 

北１条西２丁目３番地 

フ リ ガ ナ ｻｯﾎﾟﾛ ﾀﾛｳ 登 

録 

資 

格 

代表者 氏 名 

 

札幌 太郎 

 

生 年 月 日 昭和１１年  １月  １日 

必 要 枚 数 １ 枚 

申 請 人 

（ 窓 口 に 来 た 方 ） 

☑  本 人  

□  代理人 
住 所  

氏 名  

押印不要 



 

 

特例様式１ 

年 月 日 

札幌市長あて 

認可地縁団体の名称及び主たる事務所の所在地 

名 称                  

 所在地                  

代表者の氏名及び住所            

氏 名                  

住 所                  

 

所有不動産の登記移転等に係る公告申請書 

 

 地方自治法第２６０条の４６第１項の規定により、当認可地縁団体が所有する下記不動

産について所有権の保存又は移転の登記をするため公告をしてほしいので、別添書類を添

えて申請します。 

記 

○ 申請不動産（所有権の保存又は移転の登記をしようとする不動産）に関する事項 

・建物 

名    称 延 床 面 積 所  在  地 

   

 

・土地 

地    目 面  積 所  在  地 

   

 

・表題部所有者又は所有権の登記名義人に関する事項 

氏名又は名称  

住    所  

 

（別添書類） 

 １ 申請不動産の登記事項証明書 

 ２ 申請不動産に関し、地方自治法第260条の38第１項に規定する申請をすることにつ

いて総会で議決したことを証する書類 

 ３ 申請者が代表者であることを証する書類 

 ４ 地方自治法第260条の46第１項各号に掲げる事項を疎明するに足りる資料 

  



 

 

「申請不動産に関する事項」の記載要領 
 

○ 申請不動産に関する事項  

・建物  

名    称  延 床 面 積  所  在  地  

北都町集会所  １００㎡  所在：特別区北都町六丁目７番  

家屋番号：７番  

・土地  

地    目  面    積  所  在  地  

宅地  １２３．４５㎡  特別区北都町六丁目７番  

・表題部所有者又は所有権の登記名義人の氏名又は名称及び住所  

①北都町集会所  

特別区北都町六丁目３番３号 総務 太郎  

②宅地  

特別区北都町六丁目３番４号 総務 二郎  

 

 

【建物について】  

○名称…○○町内会集会所、△区公民館等の名称が付されている場合はこれによること。

そうでない場合は、「集会所」「事務所」「居宅」等の区分によること（参照：

不動産登記規則（平成17年法務省令第18号）第113条第1項及び不動産登記事務取

扱手続準則（平成17年２月25日付け法務省民二第456号法務省民事局長通達）第

80条第１項））  

○延床面積…不動産登記規則第115条に基づき各階ごとに算出された床面積を合計したも

のとすること。  

（注）不動産登記規則第115条「建物の床面積は、各階ごとに壁その他の区画の中

心線（区分建物にあっては、壁その他の区画の内側線）で囲まれた部分の水

平投影面積により、平方メートルを単位として定め、一平方メートルの百分

の一未満の端数は、切り捨てるものとする。」  

○所在地…市区町村内の地番（不動産登記法第44条第１項第１号）及び家屋番号（同項第

２号）まで記載すること。  

 

【土地について】  

○地目…不動産登記規則第99条に定める区分により定めるものとすること。  

（注）不動産登記規則第99条「地目は、土地の主たる用途により、田、畑、宅地、

塩田、鉱泉地、池沼、山林、牧場、野原、墓地、境内地、運河用地、水道用地、

用悪水路、ため池、堤、井溝、保安林、公衆用道路、公園及び雑種地に区分し

て定めるものとする。」  

○面積…不動産登記規則第100条に定める「地積」と同一とすること。  

（注）不動産登記規則第100条「地積は、水平投影面積により、平方メートルを単位

として定め、一平方メートルの百分の一（宅地及び鉱泉地以外の土地で十平方

メートルを超えるものについては、一平方メートル）未満の端数は、切り捨て

る。」  

○所在地…市区町村内の地番（不動産登記法第34条第１項第２号）まで記載すること。  

  



 

 

特例様式２ 

年 月 日 

札幌市長あて 

異議を述べる者の氏名及び住所   

氏 名  

住 所  

 

申請不動産の登記移転等に係る異議申出書 

 

 地方自治法第２６０条の４６第２項の規定による公告に基づき、当該公告を求める申請

を行った認可地縁団体が申請不動産の所有権の保存又は移転の登記をすることについて、

下記のとおり異議を述べる旨、申し出ます。 

記 

１ 公告に関する事項 

(1)申請を行った認可地縁団体の名称                     

(2)申請不動産に関する事項 

・建物 

名    称 延 床 面 積 所  在  地 

   

・土地 

地    目 面  積 所  在  地 

   

・表題部所有者又は所有権の登記名義人の氏名又は名称及び住所 

氏名又は名称  

住    所  

(3)公告期間                     

 

２ 異議を述べる登記関係者等の別 

 □ 申請不動産の表題部所有者又は所有権の登記名義人 

 □ 申請不動産の表題部所有者又は所有権の登記名義人の相続人 

 □ 申請不動産の所有権を有することを疎明する者 

 

３ 異議の内容（異議を述べる理由等） 

 

（別添書類） 

□ 申請不動産の登記事項証明書 

□ 住民票の写し 

□ その他の市町村長が必要と認める書類（                   ） 

（注）この異議申出書に記載された事項については、その後の当事者間での協議等を 

円滑にするため認可地縁団体に通知されます。 

  



 

 

特例様式３ 

札自治第  号 

年 月 日 

（申請団体） 御中 

認可地縁団体の名称及び主たる事務所の所在地 

名 称                  

  所在地                  

代表者の氏名及び住所             

氏 名                  

住 所 

札幌市長  

 

公告結果(承諾)の情報提供について 

 

 地方自治法第２６０条の４６第１項の規定により、 年 月 日付け文書をもって申請

のあった不動産については、同条第２項の規定により公告をした結果、登記関係者等が同

項の期間内に異議を述べなかったため、同条第３項の規定により、貴認可地縁団体が当該

不動産の所有権の保存又は移転の登記をすることについて登記関係者の承諾があったもの

とみなすこととなりましたので、同条第４項に規定する証する情報を提供します。 

 

１ 公告に関する事項 

(1)申請を行った認可地縁団体の名称                     

(2)申請不動産に関する事項 

・建物 

名    称 延 床 面 積 所  在  地 

   

・土地 

地    目 面  積 所  在  地 

   

・表題部所有者又は所有権の登記名義人の氏名又は名称及び住所 

氏名又は名称  

住    所 

(3)公告期間                     

 

２ 公告の結果 

 １の公告については、１(3)の公告期間内に異議の申出はありませんでした。 



 

 

特例様式４  

札自治第  号 

年 月 日 

（申請団体） 御中 

認可地縁団体の名称及び主たる事務所の所在地 

名 称                  

  所在地                   

代表者の氏名及び住所             

氏 名                  

住 所 

札幌市長  

  

公告結果(異議申出あり)通知書 

 

 地方自治法第２６０条の４６第１項の規定により、 年 月 日付け文書をもって申請

のあった不動産については、同条第２項の規定により公告をした結果、登記関係者等によ

る異議の申出がありましたことを、同条第５項の規定に基づき通知します。 

 

１ 公告に関する事項 

(1)申請を行った認可地縁団体の名称   

(2)申請不動産に関する事項 

・建物 

名    称 延 床 面 積 所  在  地 

   

・土地 

地    目 面  積 所  在  地 

   

・表題部所有者又は所有権の登記名義人の氏名又は名称及び住所  

氏名又は名称  

住    所 

(3)公告期間                     

 

２ 異議の内容 

(1)異議を述べた登記関係者等 

   氏名 

   住所 

   登記関係者等の別 

(2)異議を述べた年月日 

(3)異議を述べた理由 

  



 

 

（参考様式１-１） 

 

○○町内会 総会議案書（抄） 

 

 

【議案○】地方自治法260条の２に定める地縁による団体の認可申請について 

 

 

１ 目的・背景 

本自治会は、資産として○○町内会館の土地・建物を所有しているが、団体

が法人格を有していないため、■■名義で不動産登記を行っている。 

しかし、将来的な相続・登記上のトラブルも想定されることから、地方自治

法に定める地縁による団体の認可を受け、団体の法人格を取得し、団体名義で

の不動産登記を可能としたい。 

 

 

２ 申請の内容 

(1) 代表者 ○○ ○○（現会長） 

(2) 新規約 別添新規約のとおり。（変更箇所は新旧対照表のとおり。） 

(3) 構成員 計○○人（名簿は個人情報のため添付しない。） 

(4) 登記予定の不動産 別添財産目録における土地・建物のとおり。 

 

 

３ その他 

(1) 規約の改正は、法令で定める認可要件を満たすために改正するものであ

る。 

(2) 本案承認後は、速やかに札幌市に認可申請を行い、認可後は引き続き法務

局あてに○○町内会館の土地・建物の所有権移転登記を行う（■■名義から

○○町内会名義に移転する。）。なお、これに係る費用は本年度予算に計上

している。 

 



 

 

（参考様式１-２） 

 

○○町内会 総会議案書（抄） 

 

【議案○】○○町内会規約の改正について 

 

 ○○町内会では、～～～～により組織体制の見直しを検討していることから、

以下「新旧対照表」のとおり規約を一部改正いたします。 

 

 

新旧対照表 

変更前 変更後 理由 

（組織） 

第●条 本会に、次の各号に掲

げる専門部を置き、その分担事

項は当該各号に定めるところに

よる。 

⑴ 総務部 

庶務、各部の連絡調整等に関

する事項 

⑵ 防災部 

  防犯、防火、防災に関する

事項 

⑶ 交通安全部 

交通事故防止の推進、交通

指導等に関する事項 

⑷ 環境衛生部 

  保健衛生、青少年健全育成

に関する事項 

（役員） 

第●条 本会に、次の各号に掲

げる専門部を置き、その分担事

項は当該各号に定めるところに

よる。 

⑴ 総務部 

庶務、各部の連絡調整等に関

する事項 

⑵ 地域安全推進部 

  地域の安全（防犯、交通安

全等）に関する事項 

⑶ 環境衛生部 

  保健衛生、青少年健全育成

に関する事項 

⑷ （削除） 

 

▲▲▲

▲▲▲

による

組織体

制変更 

（役員） 

第■条 本会には、次の役員を

置く。 

⑴ 会長  １名 

⑵ 副会長 ３名 

⑶ 会計  １名 

⑷ 監事  １名 

⑸ 部長  各２名 

（役員） 

第■条 本会には、次の役員を

置く。 

⑴ 会長  １名 

⑵ 副会長 ２名 

⑶ 会計  １名 

⑷ 監事  １名 

⑸ 部長  各１名 

 

△△に

よる変

更 

 

 

  



 

 

（参考様式２） 

○○町内会 総会議事録（抄） 

日時 
○○年○月○日（日） 

午前○○時○○分～午前○○時○○分まで 

会場 ○○町内会館 

出席者 

会員数１５０名 

出席者１４０名（うち委任状による出席者１００名） 

※ 規約に定める総会成立のための定足数（過半数）を満たしている。 

 

１ 開会、議長選出 

会長が総会の開会を宣言し、議長の選出を会員に諮ったところ、会長一任の

発言により、会員○○○○を議長に指名した。 

議長○○○○は就任のあいさつをした後、上記のとおり会員の出席状況を告

げ、総会の成立を宣言した。 

 

２ 書記、議事録署名人の選出 

議長一任の発言により、書記に●●●●、議事録署名人に◇◇◇◇ 、△△

△△を指名し、議事に入った。 

 

３ 議題 

※ 議題１～３ 省略 

【議題４】地方自治法260条の２に定める地縁による団体の認可申請について 

会長から、議案書に基づき説明ののち、審議が行われた。 

質疑の内容と回答は以下のとおり 

①質疑 

回答 

②質疑 

回答 

その後、議長が他に意見のない事を確認し、挙手により採決を行った結果、全

会一致で原案どおり承認された。 

【議題５】○○町内会の規約変更について 

 会長から、議案書に基づき説明ののち、審議が行われた。質疑等なし。議長が

挙手により採決を行った結果、全会一致で原案どおり承認された。 

 

以上、議事録として相違ないことを確認します。 

○○年○○月○○日 

議長     ○○ ○○ ㊞ 

議事録署名人 ◇◇ ◇◇ ㊞ 

議事録署名人 △△ △△ ㊞ 



 

 

（参考様式３） 

 

○○町内会 構成員名簿 

 

（○○年○○月○○日現在） 

NO. 氏名 住所 備考 

１    

２    

３    

４    

５    

６    

７    

８    

９    

10    

11    

12    

13    

14    

15    

16    

17    

18    

19    

20    

21    

22    

23    

24    

25    

26    

27    

28    

29    

30    

 

   /   ページ 



 

 

（参考様式４） 

 

代表者の職務執行停止の有無並びに職務代行者選任

の有無に係る申立書 

 

 

  年  月  日 

 

（あて先）札幌市長 

 

団体の名称             

代表者氏名             

 

 

 

１ 裁判所による代表者の職務施行の停止の有無（該当する方を○で囲む） 

 

(1) 有 

 

 

(2) 無 

 

 

２ 裁判所による代表者の職務代行者選任の有無（該当する方を○で囲む） 

 

(1) 有 

 

有の場合 

職務代行者氏名             

 

住所                         

 

 

(2) 無 

 



 

 

（参考様式５） 

 

代理人の有無に係る申立書 

 

 

  年  月  日 

 

（あて先）札幌市長 

 

団体の名称             

代表者氏名             

 

 

代理人の有無（該当する方を〇で囲む） 

 

 

(1) 有 

 

有の場合 

代理人氏名             

 

住所                         

 

 

(2) 無 

 

 

 

 

※ 「代理人」とは、地方自治法第260条の８に定める代理人及び第260条の10の特

別代理人です。 

 

  



 

 

（参考様式６） 

 

○○町内会 財産目録 

 

○○年○○月○○日現在 

区分 所在数量等 
金額（評価

額） 
備考 

（資産の部） 

Ⅰ流動資産 

１現金預金 

(1)現金 

現金手許有高 

(2)当座預金 

○○銀行△△支店 

(3)普通預金 

○○銀行××支店 

２未収会費 

○年度会費（×名） 

 

Ⅱ固定資産 

１土地 

２建物 

３構築物 

４車両運搬具 

５計器備品、応接セット 

６電話加入権 

７有価証券 

○分利国債 

 

   

資 産 合 計（Ａ）   

（負債の部） 

Ⅰ流動資産 

預り金 

Ⅱ固定負債 

長期借入金 

○○銀行○○支店 

   

負 債 合 計（Ｂ）   

差引正味財産（Ａ－Ｂ）   

(注) １ 法人設立時に、確実に法人に帰属する財産をもって作成すること。 

２ 備考の欄には、使用目的、寄附者その他を記入すること。 



 

 

（参考様式７） 

 

委 任 状 

 

  年  月  日 

（あて先）札幌市長 

団体の名称                  

委任者住所                  

委任者氏名                ㊞ 

 

私は、下記１に関する一切の件を、下記２の代理人に委任します。 

 

記 

１ 代理人に権限を委任する事項 

(1) 認可地縁団体印鑑の登録の申請に関すること。 

(2) 認可地縁団体印鑑登録証明書の交付申請に関すること。 

(3) 認可地縁団体印鑑の登録廃止の申請に関すること。 

 

２ 代理人として定める者 

(1) 住所                   

(2) 氏名                   

 

 

 

※ 代理人として定めることができるのは、地方自治法第260条の２第10項の規定

により、代理人として告示されている者に限ります。 

※ 委任をする者の個人印鑑を押印し、当該個人印鑑に係る発行後３か月以内の印

鑑登録証明書を添付してください。 



 

 

（参考様式８） 

○○町内会 書面・電磁的方法による決議議事録 
＜※地方自治法第260条の19の２第１項の規定に基づく決議の場合＞ 

 
下記の議題については、書面又は電磁的方法による決議を行うことについて、

構成員全員より事前の承諾を得られたことから、地方自治法第260条の19の２第

１項の規定により、総会を開催せず書面又は電磁的方法による決議を行った。 

 

１ 議題 

 ⑴ ・・・について 

 

２ 構成員総数 

  150人 

 

３ 構成員に対し書面又は電磁的方法による決議の可否を確認した期間 

  ○○年４月１日～○○年４月30日 

 

４ 書面又は電磁的方法による決議について構成員全員の承諾を得た日 

  ○○年４月30日 

 

５ 表決期間 

○○年５月１日～○○年５月31日 

 

６ 決議が行われた日（集計日） 

  ○○年５月31日 

 

７ 表決数 

  140人（書面表決：100人、電磁的方法表決：40人） 

  ※規約に定める定足数を満たしている。 

 

８ 結果 

⑴ ・・・について 

   賛成○○人、反対○○人により可決 

 

９ 議事録作成者及び議事録署名人について 

議事録作成者：○○○○ 

議事録署名人：◇◇◇◇ 、△△△△ 

 

 

この議事録は、事実と相違ないことを確認します。 

○○年○○月○○日 

議長     ○○ ○○ ㊞ 

議事録署名人 ◇◇ ◇◇ ㊞ 

議事録署名人 △△ △△ ㊞ 

 

※  一人でも承諾が得られない場

合は、総会を開催する必要があり

ます。 



 

 

（参考様式９） 

○○町内会 書面・電磁的方法による決議議事録 
＜※地方自治法第260条の19の２第２項の規定に基づく決議の場合＞ 

 
下記の議題については、書面又は電磁的方法により、構成員全員の合意が得ら

れたことから、地方自治法第260条の19の２第２項の規定により、総会を開催せ

ず書面又は電磁的方法による決議があったものとみなす。 

 

１ 議題 

 ⑴ ・・・について 

 

２ 構成員総数 

  150人 

 

３ 表決期間 

○○年５月１日～○○年５月31日 

 

４ 決議が行われた日（集計日） 

  ○○年５月31日 

 

５ 結果 

⑴ ・・・について 

   構成員全員の賛成により可決 

 

６ 議事録作成者及び議事録署名人について 

議事録作成者：○○○○ 

議事録署名人：◇◇◇◇ 、△△△△ 

 

 

この議事録は、事実と相違ないことを確認します。 

○○年○○月○○日 

議長     ○○ ○○ ㊞ 

議事録署名人 ◇◇ ◇◇ ㊞ 

議事録署名人 △△ △△ ㊞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※  一人でも賛同が得られない場

合は、総会を開催する必要があり

ます。 


